
安全保障貿易学内届出フロー図（⽬安としてご覧ください）

YES
海外との共同研究等により輸出する貨
物・技術は※２リスト規制に該当するか

海外との共同研究等により輸出する貨
物・技術は※３キャッチオール規制に該
当するか

・チェック済み事前確認票を研究本
部に提出（海外出張以外の場合）
・海外出張の場合は、出張申請書に
承認印を押印（事前確認票は不

要）

該⾮判定・取引審査票提出が必要
（該当教員が作成のうえ研究本部⻑に提
出）

YES

YES

NO

NO

技術の提供者は
⼊国後６ヶ⽉経過しているか

外国⼈研究者や留学⽣等へ技術の提供を
⾏うものか
「公知の技術の提供」や「※1基礎科学分
野の研究活動における技術提供」は除く

NO

YES

NO

以降の⼿続き不要
チェック済み事前確認票は
研究本部に提出

① 以下に該当する場合は事前確認票を教室⻑（所属⻑）に提出
・外国における技術の提供 （例︓海外での学会発表等）
・外国に向けて⾏う技術の提供 （例︓海外とのメール、電話等での技術提供）
・⾮居住者（国内に住所または居所を有しない者）への技術の提供 （例︓留学⽣、海外研究員の受⼊）
・⾮居住者へ再提供されることが明らかである居住者への技術提供
・外国を仕向地として貨物を送付（⼿荷物も含む） （例︓海外への研究試料、機器等の送付）
・外国へ送付されることが明らかな国内への貨物送付

② 所属⻑による事前確認票チェック 該⾮判定・取引審査票の要否を判断

※1 基礎科学分野の研究活動における技術提
供とは

⾃然科学の分野における現象に関する原理
の究明を主⽬的とする研究活動で、理論⼜は実
験的⽅法により⾏うもので、特定の製品の設計
⼜は製造を⽬的としないもの
※2 リスト規制とは

武器、 原⼦⼒、化学兵器、⽣物兵器、ミ
サイル、先端素材、材料加⼯、エレクトロニク
ス、電⼦計算機、通信、センサ、航法装置、海
洋関連、推進装置など関する技術
※3 キャッチオール規制とは

リスト規制品以外であっても、⼤量破壊兵
器等の開発等に⽤いられるおそれがある場合

対象となるもの︓リスト規制に該当しない
全品⽬（ただし、⾷料品、⽊材等を除く）

対象地域︓輸出管理を厳格に実施している
26か国（ホワイト国）を除く地域

③ 該⾮判定・取引審査票を審査（研究本部⻑）⇒取引可否、経産省への届出要否を決定（学⻑）


